
主要事業マネジメントシート 部局名

千円（ 千円） 千円（ 千円） 千円（ 千円）
千円（ 千円） H27要求 千円（ 千円） 千円（ 千円）

□ 重点課題【知事重点分野】 （項目名： ） □ 人口減少関係 （項目名： ）
□ 成長戦略 （項目名： ） □ 新・地震防災アクションプラン （項目名： ）
■ その他 （項目名： ）

■ 民間では実施不可（行政がすべき役割） ■ 府の役割
□ 民間で実施するためのインセンティブとして実施 □ 国の役割
□ その他 □ 市町村の役割

■ 受益者負担あり（内容・水準： ）
□ 受益者負担を求めない（理由： ）
□ 受益者負担になじまない

（事業目標）

（指標） （実績）

（事業期間） S ～ H
（指標）

（コスト分析結果）
H24（フルコスト） 千円／ （指標数値） ＝ 千円
H25（フルコスト） 千円／ （指標数値） ＝ 千円
＜事業優先性や事業選択の判断に影響を与えるような事情が新たに発生した場合等に記入＞

府民文化部

596,228
418,352

420,670
427,290

597,737
419,445

H24
427,290

実績
597,737
419,445H25

特記事項

事業名    私立学校教職員退職金給付事業費補助金                                   ／ 担当室課 私学・大学課

H24
H25

H26

-目標に達しなかった場合の見直し・改善方策

特記事項なし

私立学校において優秀な教職員を確保するため、公益財団法人大阪府私学総連合会の退職金給付事業に対する支援を行う。

特記事項なし

事
業
効
果

目標・
指標

コスト
分析

（理由）公教育に従事する私立学校教職員の退職金を公立学校教職
員と同程度の水準とするために実施する退職金給付事業に対する補
助であり、地方交付税措置もされているため。

○個々の私立学校において退職金の必要額が年度ごとに大きく変動するため経営への影響が多大であった。そのため、優秀な教職員の確保を目的として私学団体
が実施する退職金事業に対し、その資金の一部を補助するもの。

標準給与総額の36/1000が地方交付税措置されていることに対し、本府の補助率が9.8/1000と大きく下回っており、退職金給付事業の実施に支障が生じる可能性が
ある。

特記事項なし

平成２６年度：学校法人の負担金率49/1000～140/1000    ※大阪府補助金率9.8/1000

将来のリスク管理

庁内での連携

他事業との
整合性 等

行政としての役割
（理由）
公教育の一翼を担う私立学校教育の振興は、行政の役割

事業
手法

給付乗率 H25 0.6～46.5875
負担金率 H25 49～140/1000

43

事業間
調整

596,228 420,670
418,352

予算額

事業の優先性

役割
分担

事
業
選
択

民間との役割分担

手法の妥当性

受益と負担

将来ビジョン・大阪（教育力向上戦略）

給付乗率の拡充と負担金率の減少を図る。


